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に
な
っ
て
い
る
。国
で
は
、一
億
総
活
躍

プ
ラ
ン
が
掲
げ
る『
地
域
共
生
社
会
』の

理
念
の
実
現
を
図
る
た
め
、「
我
が
事・

丸
ご
と
」地
域
共
生
社
会
実
現
本
部
を

設
置
し
、支
援
を
要
す
る
人
た
ち
の
多

様
で
複
合
的
な
地
域
生
活
課
題
の
解
決

に
向
け
て
、住
民
参
加
に
よ
る
包
括
的

な
支
援
体
制
の
構
築
に
向
け
た
検
討
が

進
め
ら
れ
て
い
る
。

　
こ
の「
我
が
事・丸
ご
と
」の
考
え
方
の

も
と
、介
護
分
野
に
と
ど
ま
ら
ず
、障
害

者・児
童・生
活
困
窮
な
ど
、福
祉
の
幅
広

い
分
野
で
制
度
の
見
直
し
が
行
わ
れ
、関

係
機
関
や
団
体
、住
民
等
に
よ
る
連
携
の

仕
組
み
づ
く
り
が
重
要
と
な
っ
て
い
る
。

　
と
り
わ
け
、福
祉
人
材
の
確
保
は
喫
緊

の
課
題
で
あ
り
、福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
安
定

的・継
続
的
に
提
供
し
て
い
く
た
め
に

は
、職
員
の
資
質
向
上
と
処
遇
改
善
の
ほ

か
、多
様
な
人
材
の
参
入
を
促
進
す
る
た

め
の
対
策
を
さ
ら
に
積
極
的
に
推
進
し

て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
ま
た
、全
国
各
地
で
多
発
し
て
い
る
豪

雨
災
害
な
ど
に
備
え
る
た
め
に
は
、平
時

か
ら
の
福
祉
避
難
所
の
指
定・訓
練
な
ど

が
重
要
で
、南
海
ト
ラ
フ
地
震
な
ど
の
大

規
模
災
害
を
想
定
す
る
と
、広
域
で
の
福

祉
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
や
災
害

　
地
域
に
お
け
る
福
祉
ニ
ー
ズ
が
高

度・多
様
化
す
る
中
、実
効
性
の
あ
る
自

治
体
の
施
策
展
開
と
予
算
の
充
実
を
目

指
し
た
政
策
提
言
活
動
は
、ま
す
ま
す

重
要
と
な
っ
て
い
る
。

　
県
社
協
で
は
、毎
年
、市
町
社
協・施
設

種
別
協
議
会・当
事
者
団
体
な
ど
の
関
係

団
体
に
対
し
て
、福
祉
現
場
の
課
題
や
制

度
改
善
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
等
を
行

い
、意
見
を
取
り
ま
と
め
、次
年
度
の
県

予
算
の
編
成
時
期
に
合
わ
せ
て
提
言
し

て
い
る
。

　
特
に
、市
町
重
視
の
施
策
が
展
開
さ

れ
る
中
、市
町
へ
の
取
り
組
み
支
援
と

現
場
の
実
情
を
踏
ま
え
た
国
へ
の
働
き

か
け
の
強
化
に
つ
い
て
も
強
く
訴
え
て

い
る
。

　
現
在
、福
祉
分
野
で
は
、『
地
域
共
生

社
会
』の
実
現
に
向
け
た
議
論
が
活
発

　県社協は、兵庫県における地域福祉の推進を図ることを目的として、各種事業の企画・実施
や住民参加のための援助、調査・普及・宣伝・連絡・調整及び助成などを行っている。
　構成団体（会員）は、福祉当事者組織、福祉事業者、市民活動者などで、幅広い層の参加を得
て協働しながら事業を推進しており、福祉現場の意見を取りまとめ、民間の立場から政策提言
を行うことは県社協の重要な機能の一つである。
　具体的には、社会福祉政策委員会を設置し、それぞ
れの立場から出された社会福祉政策への意見を検
討・集約し、県等に対して政策提言活動を行っている。
　本特集では、社会福祉政策委員会の取り組みと
平成30年度の社会福祉政策への提言の概要につ
いて報告する。
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平成30年度の
社会福祉政策への提言

地
域
福
祉
を
推
進
す
る

た
め
の
政
策
提
言

平
成
30
年
度

兵
庫
県
の
社
会
福
祉
政
策

へ
の
提
言
に
当
た
っ
て

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化

が
不
可
欠
で
あ
る
。

　
県
で
は
、「
兵
庫
県
地
域
創
生
戦
略
」

の
下
、人
口
減
少
の
克
服
や
地
域
の
元

気
づ
く
り
に
向
け
た
取
り
組
み
が
進
め

ら
れ
て
お
り
、活
力
を
も
っ
て
自
立
す
る

地
域
社
会
を
構
築
し
て
い
く
上
で
は
、

そ
の
基
盤
と
な
る
地
域
福
祉
の
推
進
体

制
の
充
実・強
化
が
不
可
欠
だ
。

　
改
正
社
会
福
祉
法
の
施
行
に
伴
い
、

社
会
福
祉
法
人
を
取
り
巻
く
状
況
は
大

き
く
変
化
し
、地
域
社
会
の
一
員
と
し

て
、地
域
の
生
活・福
祉
課
題
へ
の
積
極

的
な
ア
プ
ロ
ー
チ
と
課
題
解
決
に
向
け

た
具
体
的
な
対
応
を
強
め
て
い
く
必
要

が
あ
る
。

　
県
社
協
で
は
、新
規
事
業
と
し
て
、

「
社
会
福
祉
情
勢
セ
ミ
ナ
ー
」を
7
月
25

日
に
開
催
し
、政
策
委
員
や
県
社
協
役

職
員
等
59
名
の
参
加
が
あ
っ
た
。

　
講
師
に
は
、全
国
社
会
福
祉
協
議
会

の
渋
谷
篤
男
常
務
理
事
を
招
き
、「
社
会

福
祉
の
政
策
動
向
と
こ
れ
か
ら
の
政
策

提
案
」を
テ
ー
マ
に
、社
会
福
祉
法
人
制

度
改
革
の
意
義
や「
我
が
事・丸
ご
と 

地

域
共
生
社
会
」の
方
向
性
に
つ
い
て
役

職
員
等
で
共
有
し
た
。

　
社
会
福
祉
に
関
す
る
提
言
活
動
は
、

既
存
の
福
祉
施
策・事
業
を
理
解
し
、今

後
の
社
会
福
祉
に
関
す
る
情
勢
や
施
策

動
向
を
学
ぶ
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、引

き
続
き
、セ
ミ
ナ
ー
等
の
学
習
の
場
を

設
定
し
て
い
く
予
定
で
あ
る
。

　　
本
年
度
の
提
言
書
の
取
り
ま
と
め
で

は
、①『
こ
れ
だ
け
は
何
と
か
し
て
ほ
し

い
』と
い
う
重
点
項
目
を
設
定
す
る
、②

バ
ッ
ク
デ
ー
タ
に
基
づ
い
た
提
言
内
容

の
充
実
な
ど
、実
現
可
能
性
を
高
め
る

よ
う
に
工
夫
す
る
、の
2
点
に
意
を
用

い
た
。

　
そ
の
結
果
、21
団
体
70
項
目（
昨
年
度
は
、

19
団
体
1
1
8
項
目
／
約
4
割
減
）で
、提

言
内
容
の
焦
点
化・重
点
化
に
取
り
組
ん
だ
。

平
成
30
年
度
　
兵
庫
県
の

社
会
福
祉
政
策
へ
の
提
言

新
た
に「
社
会
福
祉
情
勢

セ
ミ
ナ
ー
」を
開
催

8月10日、県知事へ提言。8月中旬以降、県議会等へも精力的に提言活動を実施

社協や社会福祉法人のこれからの役割について熱心に耳を傾ける参加者

平成30年度　兵庫県の社会福祉政策への
提言＜重点提言＞抜粋
１　福祉人材確保
（１）福祉人材確保のための全県的な対策協議と広報・
　  啓発
（２）福祉人材の確保に向けた新たな方策検討と介護
　  労働の負担軽減
２　災害時の福祉避難所
（１）すべての社会福祉施設が福祉避難所となれるよ
　  うな施策推進
（２）各市町での福祉避難所に関する協定締結と合同
　  訓練・広報
３　「地域共生社会」の実現に向けた施策
（１）地域活動の担い手、地域ボランティアの育成・支
　  援策の充実
（２）住民に身近な圏域での協議体づくりの促進
４　生活課題の解決に向けた相談支援
（１）「権利擁護支援センター」の県全域での設置
（２）生活困窮者支援に向けた相談支援体制の強化
５　社会福祉法人の地域公益活動
（１）市町域の「地域における公益的な取組」の実態把
　  握と推進基盤づくりの強化
（２）「地域における公益的な取組」の推進のための仕
　  組みづくり
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